別表「指定施設等」
（介護福祉士指定施設）
	
	根拠法令
	番号
	施設等種別

	都　内　外　施　設
	
	A－1
	東京都が設置した施設

	
	
	B－1
B－2
B－3
B－4
B－5
	国立身体障害者リハビリテーションセンター

国立光明寮

国立保養所

国立児童自立支援施設

国立知的障害児施設

	
	国立高度専門医療センター又は独立行政法人国立病院機構の設置する医療機関
	C－1
C－2
C－3
C－4

	児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第2項の委託を受けた施設

肢体不自由児施設「整肢療護園」

重症心身障害児施設「むらさき愛育園」

独立行政法人国立重度障害者総合施設のぞみの園が設置する施設

	都　内　施　設
	生活保護法（昭和25年法律第144号）に規定
	D－1
D－2
	救護施設

更生施設

	
	児童福祉法（昭和22年法律第164号）に規定
	E－1
E－2
E－3
E－4
E－5
	知的障害児施設

知的障害児通園施設

盲ろうあ児施設

肢体不自由児施設

重症心身障害児施設

	
	老人福祉法（昭和38年法律第133号）に規定
	F－1

F－2

F－3
	老人デイサービスセンター

老人短期入所施設

特別養護老人ホーム

	
	老人福祉法に規定
	G－1
G－2

G－3


	養護老人ホーム

軽費老人ホーム

有料老人ホーム

（入所者のうち身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある者を含む場合に限る。）

	
	障害者自立支援法に規定
	H－1
H－2
	地域活動支援センターを行う事業所

障害者支援施設

	
	障害者自立支援法附則第41条第1項に規定
	I－1
	身体障害者更正援護施設

（同法附則第35条の規定による改正前の身体障害者福祉法に規定する身体障害者更正施設、身体障害者療護施設及び身体障害者授産施設に限る。）

	
	介護保険法（第8条）に規定
	J－1
J－2

J－3

J－4

J－5

J－6

J－7

J－8

J－9

J－10

J－11

J－12
	訪問介護

通所介護

短期入所生活介護

訪問入浴介護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

通所リハビリテーション

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護


（介護福祉士指定施設）
	都

内　施

設
	根拠法令
	番号
	施設等種別

	
	介護保険法（第8条の2）に規定
	K－1
K－2

K－3
K－4

K－5

K－6

K－7

K－8
K－9

K－10
	介護予防訪問介護

介護予防通所介護

介護予防短期入所生活介護

介護予防訪問入浴介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所療養介護

介護予防特定施設入居者生活介護

	
	介護保険法に規定
	L－1
	介護老人保健施設

（入所者のうち身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある者を含む場合に限る。）

	
	介護保険法第48条第１項に規定する指定介護療養型医療施設
	M－1
	同法第8条第26項に規定する療養病床等により構成される病棟又は診療所（以下「病棟等」という。）

	
	障害者自立支援法（平成17年法律第123号）に規定する障害福祉サービス事業
	N－1
	居宅介護、重度訪問介護、行動援護、生活介護、児童デイサービス、短期入所、共同生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助、療養介護を行う事業所

	
	医療法（第７条第２項）に規定
	O－1
	精神病床、療養病床、一般病床により構成される病棟等

	
	らい予防法の廃止に関する法律（平成8年法律第28号）第2条に規定
	P－1
	国立ハンセン病療養所

	
	職業安定法施行規則（昭和22年労働省令第12号）附則第3項に規定
	Q－1
	家政婦（主たる業務が介護等の業務である者）が就業する個人の家庭

	
	労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）に規定
	R－1
	第29条第1項第2号に基づき設置された労災特別介護施設

	
	
	S－1
	老人保健法の規定による医療に要する費用の額の算定に関する基準（平成6年3月厚生省告示第72号）別表第1において定められた病棟等のうち介護力を強化したもの

	
	
	T－1
	上記に掲げる施設等のほか、介護等の便宜を供与する施設又は事業所


（社会福祉士指定施設）

	
	根拠法令
	番号
	施設等種別

	都外施設
	
	ア－1
	国又は東京都が設置した施設


	都　内　施　設
	地域保健法（昭和22年法律第101号）に規定
	イ－1
	保健所

	
	児童福祉法（昭和22年法律第164号）規定
	ウ－1

ウ－2

ウ－3

ウ－4

ウ－5

ウ－6

ウ－7

ウ－8

ウ－9

ウ－10

ウ－11
	児童相談所

母子生活支援施設

児童養護施設

知的障害児施設

知的障害児通園施設

盲ろうあ児施設

肢体不自由児施設

重症心身障害児施設

情緒障害児短期治療施設

児童自立支援施設

児童家庭支援センター

	
	医療法（昭和23年法律第205号）
	エ－1
	病院及び診療所

	
	身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）に規定
	オ－1

オ－2
	身体障害者更生相談所

身体障害者福祉センター

	
	精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）に規定
	カ－1


	精神保健福祉センター



	
	生活保護法（昭和25年法律第144号）に規定
	キ－1

キ－2
	救護施設

更生施設

	
	社会福祉法（昭和26年法律第45号）
	ク－1
	福祉に関する事務所

	
	売春防止法（昭和31年法律第118号）に規定
	ケ－1

ケ－2
	婦人相談所

婦人保護施設

	
	知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）に規定
	コ－1


	知的障害者更生相談所



	
	老人福祉法（昭和38年法律第133号）に規定
	サ－1

サ－2

サ－3

サ－4

サ－5

サ－6サ－7
	老人デイサービスセンター

老人短期入所施設

養護老人ホーム

特別養護老人ホーム

軽費老人ホーム

老人福祉センター

老人介護支援センター

	
	母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）に規定
	シ－1
	母子福祉センター

	
	介護保険法（昭和9年法律第123号）に規定
	ス－1

ス－2
	介護保険施設

地域包括支援センター


（社会福祉士指定施設）
	
	根拠法令
	番号
	施設等種別

	都内施設
	障害者自立支援法（平成17年法律第123号）に規定
	セ－1

セ－2

セ－3

セ－4


	障害者支援施設

地域活動支援センター

福祉ホーム

障害福祉サービス事業（生活支援、自立支援、就労移行支援又は就労継続支援を行うもの）又は相談支援事業を行う施設

	
	
	ソ－1
	上記に掲げる施設に準ずる施設として厚生労働大臣が認める施設


